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代  表  者  役職名 代表取締役社長    氏 名  池 田 高 明 

問合せ先責任者  役職名 常務取締役経理部担当 氏 名  水 戸 明 治  ＴＥＬ (078)672－7000 

決算取締役会開催日    平成１６年５月２５日 

親会社名 マルハ株式会社 (コード番号：１３３３) 親会社における当社の株式保有比率  ６６．３％ 

米国会計基準採用の有無 無 

１．１６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
  （１）連結経営成績  
                                            （注） 金額は単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 

 16年３月期 

15年３月期 

６９,００８   △ 9.8   

７６,５４２   △ 4.5  

   ６２１   △ 16.5  

   ７４４    14.0  

   ５５１   △ 20.7  

   ６９５     16.0  
 

  
当期純利益 

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益
潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

 百万円    ％    円     銭          円      銭          ％         ％          ％ 

 16年３月期 

15年３月期 

   ７１ △ 72.9 

  ２６２    44.3 

  ６ ２５ 

 ２５ ０６ 

      ─     ─ 

      ─     ─ 

   １.４ 

   ５.５ 

   ３.３ 

   ３.６ 

    ０.８ 

    ０.９ 

  （注）① 持分法投資損益  １６年３月期 ―  百万円 １５年３月期 ―  百万円 

     ② 期中平均株式数(連結) １６年３月期 10,000,000株 １５年３月期 10,000,000株 

     ③ 会計処理の方法の変更  無 

     ④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

  （２）連結財政状態  

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円                 百万円                 ％          円        銭 

 16年３月期 

15年３月期 

      １５,３００ 

      １７,６９０ 

        ４,９５８ 

        ４,８８９ 

        ３２.４ 

        ２７.６ 

  ４９４    ９５ 

  ４８７    ７８ 

  （注）期末発行済株式数(連結)  １６年３月期 10,000,000株 １５年３月期 10,000,000株 

  （３）連結キャッシュ・フローの状況 

  営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円                  百万円                  百万円                  百万円   

 16年３月期        １,７８１         １２９     △ ２,１０５      ４６３   

 15年３月期        １,９３２        △ １７     △ １,７１０      ６５７   

  （４）連結範囲及び持分法の摘用に関する事項 

 連結子会社数 ３社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 

  （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

     該当事項はありません。 

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

  売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

            百万円               百万円               百万円  

 中間期 

通 期    

３２,０００ 

６９,０００ 

            １６０   

            ５００   

           ９０ 

         ２５０ 

  （参考）  １株当たり予想当期純利益（通期）   ２５円 ００銭 

※上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後の様々

な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。 

なお、業績予想に関する注意事項は、添付資料４ページをご参照下さい。 



 

 

 

企業集団の状況 

 当企業集団等は、当社、親会社、子会社３社及び関連会社１社で構成されており、卸売市場法に基づく

水産物卸売業、水産物加工業及び冷蔵倉庫業を行っております。マルハ株式会社（親会社）は水産業を営

んでおり、当企業集団等と商品の売買取引を行っております。 

 当企業集団等の事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

なお、次の３部門は事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

水産物卸売業…………当社と子会社尼崎水産市場㈱は｢卸売市場法｣に基づき中央（地方）卸売市場にお 

          いて、水産物の販売を主として行っております。 

水産物加工業…………子会社㈱みなとは水産物関連商品の加工・販売を行っております。 

尚、㈱みなとは平成16年1月31日付けで解散決議がなされ、現在会社清算中です。 

冷蔵倉庫業      …………子会社神洋冷凍㈱と関連会社尼崎中央市場冷蔵㈱は冷凍水産物の冷蔵保管を行っ 

ており、当社及び子会社の商品も保管しております。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       商品売買 

                            

                                            

               商品売買            

                      

      商品 の保管 

 

 

 

 

消 費 者

中

（水産物卸売業） 
連 結 子 会 社 
尼崎水産市場㈱ 

（冷蔵倉庫業） 
関 連 会 社 

尼崎中央市場冷蔵㈱ 
小 売 店

百 貨 店

量 販 店

外 食 産 業

加 工 業 者

地 方 市 場
 

                           商品売買 

                           

                                     

 

             商品の保管 
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仲 卸 業 者

売買参加者

当 社

央(地方)卸売市場

( 国内生産 )

生 産 者

出 荷 団 体

産 地 仲 買 人

( 海外生産 )

輸 入 業 者

外 国 業 者
（水 産 業）
親 会 社 
マ ル ハ ㈱
        

                

（水産物加工業） 
連 結 子 会 社 
㈱ み な と 
（冷蔵倉庫業）

連 結 子 会 社
神 洋 冷 凍 ㈱



 
 

 

関係会社の状況 

議 決 権 の
所 有 ( 被所有 ) 割合

名  称 住 所 
資本金 

(百万円) 
主要な事

業の内容 所有割合 
(％) 

被所有割合
(％) 

関 係 内 容 摘要

（親会社） 

マ ル ハ      ㈱ 

 

東京都 
千代田区 

15,000 水 産 業
66.29

（29.50）

① 営業上の取引 

  同社と水産物の売買 

② 役員の兼任等 

  転籍４名 

（注）

2,5,6

（連結子会社） 

尼崎水産市場㈱ 兵庫県 

尼崎市 
250 

水 産 物

卸 売 業
97.50

① 営業上の取引 

  同社と水産物の売買 

② 役員の兼任等 

  兼任３名・転籍１名 

③ 資金の援助等 

  運転資金の貸付 

  運転資金他の債務保証 

（注）

3,4

㈱み な と       
兵庫県 

三木市 
86 

水 産 物

加 工 業
100.00

① 営業上の取引 

  同社と水産物の売買 

② 役員の兼任等 

  兼任２名 

③ 資金の援助等 

  運転資金の貸付 

（注）

7 

神 洋 冷 凍      ㈱ 
神戸市 

東灘区 
70 

冷 蔵

倉 庫 業
100.00

① 営業上の取引 

  当社の商品の保管 

② 役員の兼任等 

  兼任３名・転籍１名 

③ 設備の賃貸借等 

  当社の冷蔵倉庫を賃借 

 

（注）1．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

2．「議決権の被所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

3．特定子会社であります。 

4．尼崎水産市場㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

  主要な損益情報等 ① 売 上 高   9,760,824千円 

     ② 経常利益     4,572千円 

     ③ 当期純利益   △ 46,174千円 

     ④ 純資産額     1,993千円 

     ⑤ 総資産額   1,652,761千円 

5．マルハ㈱は、有価証券報告書を提出しております。 

6．マルハ㈱は、平成16年4月1日付けで㈱マルハグループ本社の完全子会社となり、㈱マルハグループ本社

も親会社となります。 

7. ㈱みなとは、平成16年1月31日付けで解散決議がなされ、現在会社清算中です。 
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経 営 方 針 

１.経営の基本方針 

当社は「日々に流動変化する社会に対応して、生鮮食料品を公正な価格をもって安定的に供給し、もって

地域社会の食生活の充実安定に寄与することにより、自ら社業の発展を目指す」を経営の基本理念とし、

国民の健康的な食生活を維持するために、身体に安全な食品を世界の各地から集荷し日々きめ細かく提供

し続ける体制を整えてまいります。 

２.利益配分に関する基本方針 

当社の利益配分については、業績に対応した配当を行うことを基本とするとともに、株主への利益還元と

財務体質の強化並びに将来の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して決定しております。 

３.会社の対処すべき課題 

 当社は２１世紀における消費者のライフスタイルや価値観の変化に対応して、新しい発想と創意工夫に

より、独自性のある商品の企画、開発、販売を進めてまいります。また、食品業界におきましては商品の

適正表示や環境へのやさしさを求められており、新鮮で美味しさに安全と安心を加えた｢魚｣という食の健

康を消費者の皆様へお届けすることに努めてまいります。 

 又、近畿地区の水産物卸売業の経営基盤安定に向けて、マルハグループとして大阪魚市場グルー

プとの業務提携に関して協議を進めております。 

４.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は常勤監査役１名を含み４名の社外監査役による経営監視が有効に機能していると考えており、監

査役制度を軸にして、コーポレート・ガバナンスの充実を図ってまいります。 

又、法務・税務につきましては、顧問契約を締結し適宜アドバイスを受け法令の遵守に努めると共に、

当社グループ全般の会計監査は会計監査人として新日本監査法人に依頼し環境整備を図っています。尚､当

期より｢コンプライアンス委員会｣｢環境品質管理委員会｣を設置し、倫理・環境・品質面のコンプライアン

ス体制強化に取り組んでいます。 

５.関連当事者（親会社）との間の重要な取引関係に係わるもの 

当社の親会社はマルハ株式会社であり、当社は同社の連結子会社であります。当社の発行済株式総数の６

６.３％(同社の子会社が保有する当社株式を含む)を所有しておりますが、重要な取引関係に係わるものは

ありません。 

 

経営成績及び財政状態 

Ⅰ経営成績 

１.当期の概況 

当期におけるわが国経済は、期初におきましては日経平均株価もバブル崩壊以後の最安値を記

録し先行き不透明な状況ではありましたが、輸出関連や大手製造業の好況に支えられ景気も回

復基調に転じてまいりました。しかしながら依然として、個人消費の低迷は続いております。 

水産物流通業界におきましても依然として厳しい環境下にあり、平成１５年度の全国中央卸売

市場の水産物取扱は数量で約４％、取扱金額は７.６％の大幅な減少となっております。 

当企業集団の結果は、売上高は 690 億 8百万円、前年同期比 9.8％の減収となりました。売上利益率の向

上、販売費及び一般管理費の節減に努めましたが、営業利益は 6億 21 百万円と前年同期比 16.5％の減益と

なり、経常利益は 5億 51 百万円（前年同期比 20.7％減）となりました。当期純利益についても貸倒引当金

繰入額 2億 58 百万円、厚生年金基金解散に伴う特別掛金 88 百万円、役員退職慰労金 19 百万円他の特別損

失を計上したことにより 71 百万円（前年同期比 72.9％減）となりました。 
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２.当期のセグメント別概況 

水産物卸売業は、鮮魚につきましては、取扱数量が減少し販売魚価も下げ止まらず、売上高及び収益共に

前年を下回りました。冷凍魚につきましては、取扱数量が増加し、売上高及び収益とも前年並みとなりま

した。塩干魚につきましては、加工用助子の取扱が減少し、売上高及び収益とも前期を下回りました。水

産物卸売業全体としては、売上高は 686 億 15 百万円と前年同期に比べ、71億 95 百万円（9.5％）の減収と

なり、営業利益についても、売上利益率の向上がありましたが売上高の減少が大きく 5億 84 百万円と前年

同期に比べ、1億 19 百万円（16.9％）の減益となりました。 

水産物加工業は㈱みなとが平成 15 年 12 月まで事業を行いましたが業績の回復が見込めず、平成 16 年 1

月 31 日付けで解散の承認を受け、現在清算中であります。よって、売上高は 1億 23 百万円と前年同期に

比べ、3億 16 百万円（71.9％）の大幅な減収となりました。営業損益についても 8百万円の営業損失とな

りました。 

冷蔵倉庫業は庫腹の過剰感、荷主ニーズの多様化、小口化等従来にも増して厳しい対応を迫られる中で、

荷動きが悪く、大きく稼働率が低下し、売上高は 2億 69 百万円と前年同期に比べ、21 百万円（7.3％）の

減収、営業利益についても 10 百万円と前年同期に比べ、22 百万円（68.1％）の減益となりました。 

３.次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、景況感は好転したとはいいながらも、イラク情勢等の中東地域の

動向による米国経済への波及も懸念され、雇用、所得環境が依然厳しい現状から急激な消費マ

インドの高まりは多くは期待できないものと思われます。 

水産物流通業界におきましても、厳しさの続く雇用・所得環境による消費低迷に加え、商品の

適正表示や環境へのやさしさを求められております。 

このような情勢のもと、当企業集団は中央卸売市場卸売業者である当社を中心に、新鮮で美味

しさに安全と安心を加えた「魚」という食の健康を消費者の皆様へお届けすることを大きな目

標に、顧客の期待に応えられる存在感のある企業とすべく業務に取り組んでまいります。 

以上により次期の売上高は６９０億円、経常利益は５億円、当期純利益２億５０百万円を予想しておりま

す。また、次期の配当金につきましては１株当たり６円とさせていただく予定であります。 

Ⅱ財政状態 

１.当期の概況 

当期におけるキャッシュ・フローにつきましては、現金及び現金同等物は前期に比べ 1億 93 百万円減少

し、4億 63 百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が 2億 10 百万円となり、売上債権及び

たな卸資産が 18 億 93 百万円減少したことによって 17 億 81 百万円の収入となりました。なお、前年同期

に比べると、税金等調整前当期純利益が 3億 65 百万円減少、法人税等支払額の 2億 18 百万円増加、売上

債権及びたな卸資産が減少したことにより 11 億 80 百万円の支出増加等があり、仕入債務が 21 億 10 百万

円の収入増加となりましたが、キャッシュ・フローは 1億 50 百万円減少しております。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却、貸付金の回収による収入等が、有形固定資

産の取得等による支出を上回り 1億 29 百万円の収入となりました。なお、前年同期に比べると、投資有価

証券の売却、有形固定資産の売却による収入の増加、貸付けによるの支出の減少等により、キャッシュ・

フローは１億 47 百万円増加しております。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等によって 21 億 5 百万円の支出となりました。

なお、前年同期に比べると、短期借入金の純増加額は 5億 55 百万円縮小し、キャッシュ・フローも 3億 94

百万円減少しております。 

 

２.次期の見通し 

次期のキャッシュ・フローについては、更なる売上債権及びたな卸資産の圧縮等資金効率を主眼として取

り組みます。また、設備投資は更新のみを考えておりますので、キャッシュ・フローは好転するものと予

想しております。 
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３.キャッシュ・フロー指標群について 

 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期

株主資本比率（％） 24.0 22.5 27.6 32.4 

時価ベースの株主資本比率（％） 24.4 18.3 23.7 29.1 

債務償還年数（年） ― ― 4.5 3.7 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ（倍） ― ― 14.8 16.5 

（注）1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

2.株式時価総額は､期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

3.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を

支払っている全ての負債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・

フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

4.平成13年3月期及び平成14年3月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは

当該期の営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 
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連結貸借対照表 

（単位：千円） 

前連結会計年度 
(平成15年3月31日現在)

当連結会計年度 
(平成16年3月31日現在) 

増   減 
科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（資産の部）   ％ ％  

Ⅰ流動資産     

1.現 金 及 び 預 金  667,098 477,533  △ 189,564

2.受取手形及び売掛金  8,939,950 7,390,301  △ 1,549,648

3.有 価 証 券  5,000 ―  △ 5,000

4.た な 卸 資 産  5,272,356 4,320,207  △ 952,149

5.繰 延 税 金 資 産  166,207 80,262  △ 85,944

6.そ の 他  343,063 329,647  △ 13,416

7.貸 倒 引 当 金  △ 223,659 △ 154,522  69,137

流 動 資 産 合 計  15,170,017 85.8 12,443,432 81.3 △ 2,726,585

Ⅱ固定資産   

(1)有 形 固 定 資 産 ※ 1  

1.建 物 及 び 構 築 物 ※ 3 706,195  663,499  △ 42,695

2.土 地 ※ 3 742,371  742,371  ―

3.建 設 仮 勘 定  ―  20,000  20,000

4.そ の 他  86,361  72,039  △ 14,321

有 形 固 定 資 産 合 計  1,534,928 8.7 1,497,910 9.8 △ 37,017

(2)無 形 固 定 資 産   

1.そ の 他  57,700  43,820  △ 13,879

無 形 固 定 資 産 合 計  57,700 0.3 43,820 0.3 △ 13,879

(3)投資その他の資産   

1.投 資 有 価 証 券 
※ 2 

※ 3 
366,121  462,552  96,430

2.長 期 貸 付 金  173,887  689,919  516,032

3.繰 延 税 金 資 産  226,234  348,929  122,695

4.そ の 他  394,666  335,195  △ 59,471

5.貸 倒 引 当 金  △ 232,905  △ 520,804  △ 287,899

投資その他の資産合計  928,004 5.2 1,315,793 8.6 387,788

固 定 資 産 合 計  2,520,633 14.2 2,857,525 18.7 336,891

資 産 合 計  17,690,650 100.0 15,300,957 100.0 △ 2,389,693
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（単位：千円） 

前連結会計年度 
(平成15年3月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成16年3月31日現在) 

増   減 
科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（負債の部）   ％ ％  

Ⅰ流動負債     

1. 支払手形及び買掛金  3,000,178 3,002,600  2,421

2. 短 期 借 入 金 ※ 3 8,250,699 6,334,491  △ 1,916,208

3. 未 払 法 人 税 等  292,732 21,250  △ 271,481

4. 賞 与 引 当 金  88,392 90,774  2,382

5. そ の 他 ※ 3 426,165 195,280  △ 230,885

流 動 負 債 合 計  12,058,169 68.2 9,644,397 63.0 △ 2,413,771

Ⅱ固定負債   

1. 長 期 借 入 金 ※ 3 441,805 312,817  △ 128,987

2. 退 職 給 付 引 当 金  134,411 210,484  76,073

3. 役員退職慰労引当金  98,604 97,867  △ 737

4. そ の 他  68,106 77,281  9,175

固 定 負 債 合 計  742,927 4.2 698,450 4.6 △ 44,476

負 債 合 計  12,801,096 72.4 10,342,848 67.6 △ 2,458,248

（少数株主持分）   

少 数 株 主 持 分  ― ― ― ― ―

（資本の部）   

Ⅰ資 本 金      ※ 5 891,000 5.0 891,000 5.8 ―

Ⅱ資本剰余金  853,675 4.8 853,675 5.6 ―

Ⅲ利益剰余金  3,164,997 17.9 3,164,335 20.7 △ 662

Ⅳ その他有価証券 
評 価 差 額 金        

 △ 20,118 △ 0.1 49,098 0.3 69,217

資 本 合 計  4,889,554 27.6 4,958,108 32.4 68,554

負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

 17,690,650 100.0 15,300,957 100.0 △ 2,389,693
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連結損益計算書 
(単位：千円) 

前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

増   減 
科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

Ⅰ 売 上 高            76,542,054 100.0 69,008,679 100.0 △ 7,533,374

Ⅱ 売 上 原 価           ※ 1 72,437,482 94.6 65,215,195 94.5 △ 7,222,286

売 上 総 利 益  4,104,572 5.4 3,793,483 5.5 △ 311,088

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※ 2 3,360,223 4.4 3,171,844 4.6 △ 188,378

営 業 利 益  744,348 1.0 621,638 0.9 △ 122,709

Ⅳ 営 業 外 収 益             

1.受 取 利 息  34,599 37,852  3,252

2.受 取 配 当 金  8,044 8,049  5

3.不 動 産 賃 貸 料  63,799 71,029  7,230

4.雑 収 入  10,433 2,491  △ 7,942

営 業 外 収 益 合 計  116,877 0.1 119,423 0.2 2,546

Ⅴ 営 業 外 費 用             

1.支 払 利 息  130,419 108,586  △ 21,833

2.不 動 産 賃 貸 費 用  34,759 63,137  28,377

3.為 替 差 損  ― 17,500  17,500

4.雑 損 失  343 290  △ 53

営 業 外 費 用 合 計  165,522 0.2 189,514 0.3 23,992

経 常 利 益  695,703 0.9 551,547 0.8 △ 144,156

Ⅵ 特 別 利 益   

1.固 定 資 産 売 却 益 ※ 3 ― 33,289  33.289

2.投 資 有 価 証 券 売 却 益  ― 11,908  11,908

特 別 利 益 合 計  ― ― 45,197 0.1 45,197

Ⅶ 特 別 損 失             

1.固 定 資 産 処 分 損 ※ 4 3,390 3,926  536

2.投 資 有 価 証 券 評 価 損  446 6,236  5,790

3.ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損  3,950 9,289  5,339

4.貸 倒 引 当 金 繰 入 額  101,439 258,382  156,943

5.厚生年金基金解散特別掛金  ― 88,990  88,990

6.役 員 退 職 慰 労 金  11,406 19,504  8,098

特 別 損 失 合 計  120,631 0.2 386,329 0.6 265,698

税金等調整前当期純利益  575,072 0.7 210,414 0.3 △ 364,657

法人税、住民税及び事業税  411,961 0.5 222,203 0.3 △ 189,757

法 人 税 等 調 整 額  △ 98,628 △ 0.1 △ 82,868 △ 0.1 15,759

少 数 株 主 損 失  633 0.0 ― ― 633

当 期 純 利 益  262,372 0.3 71,079 0.1 △ 191,293
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連結剰余金計算書 

(単位：千円) 

科    目 
前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

 ( 資 本 剰 余 金 の 部 )  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  853,675

 資本準備金期首残高 853,675 853,675  

Ⅱ 資本剰余金期末残高 853,675  853,675

   

 ( 利 益 剰 余 金 の 部 )  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  3,164,997

 連結剰余金期首残高 2,963,545 2,963,545  

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高  

1. 当 期 純 利 益 262,372 262,372 71,079 71,079

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高  

1. 配 当 金 60,000 60,000 

2. 役 員 賞 与 

（うち監査役賞与） 

920

（   ―）

60,920 11,742 

（ 1,000）

71,742

Ⅳ 利益剰余金期末残高 3,164,997  3,164,335

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 9 - 



 
 

連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円) 

前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

増  減 
 

科       目 

金   額 金   額 金   額 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー    

１.税金等調整前当期純利益 575,072 210,414 △ 364,657 

２.減価償却費 105,947 83,214 △ 22,733 

３.貸倒引当金の増減額(△は減少額) 232,165 218,761 △ 13,403 

４.退職給付引当金の増減額(△は減少額) 49,445 76,073 26,628 

５.役員退職慰労引当金の増減額(△は減少額) 9,616 △ 737 △ 10,353 

６.受取利息及び受取配当金 △ 42,643 △ 45,901 △ 3,258 

７.支払利息 130,419 108,586 △ 21,833 

８.ゴルフ会員権評価損 3,950 9,289 5,339 

９.売上債権の増減額(△は増加額) 732,667 940,906 208,239 

10.たな卸資産の増減額(△は増加額) 2,341,223 952,149 △ 1,389,074 

11.仕入債務の増減額(△は減少額) △ 2,108,190 2,421 2,110,612 

12.その他 264,353 △ 220,742 △ 485,096 

     小   計 2,294,026 2,334,435 40,409 

13.利息及び配当金の受取額 45,033 49,285 4,252 

14.利息の支払額 △ 130,966 △ 108,232 22,733 

15.法人税等の支払額 △ 275,301 △ 493,685 △ 218,384 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,932,791 1,781,802 △ 150,988 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー    

１.投資有価証券の取得による支出 △ 8,166 △ 11,500 △ 3,333 

２.投資有価証券の売却による収入 ― 23,908 23,908 

３.有形固定資産の取得による支出 △ 26,376 △ 34,503 △ 8,126 

４.有形固定資産の売却による収入 ― 34,900 34,900 

５.貸付けによる支出 △ 64,545 △ 1,700 62,845 

６.貸付金の回収による収入 81,281 87,479 6,198 

７.その他 279 31,293 31,013 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 17,527 129,878 147,405 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー    

１.短期借入金の純増減額(△は減少額) △ 1,360,728 △ 1,916,208 △ 555,479 

２.長期借入れによる収入 352,544 44,500 △ 308,044 

３.長期借入金の返済による支出 △ 642,016 △ 173,487 468,529 

４.親会社による配当金の支払額 △ 60,000 △ 60,000 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,710,200 △ 2,105,196 △ 394,995 

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額(△は減少額) 205,063 △ 193,514 △ 398,577 

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 452,035 657,098 205,063 

Ⅵ現金及び現金同等物の期末残高 657,098 463,583 △ 193,514 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１.連結の範囲に関する事項 

子会社はすべて連結しております。 

連結子会社は尼崎水産市場㈱、㈱みなと、神洋冷凍㈱の３社であります。 

２.持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社はありません。 

持分法を適用しない関連会社尼崎中央市場冷蔵㈱は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり重要性がないため、持分法の適用の範囲から除外しております。 

３.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社3社の決算日はいずれも3月31日であり、事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

４.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの……決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

②デリバティブ取引 

時価法 

③たな卸資産 

商品：主として個別法による低価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産……定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法 

②無形固定資産……定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺後の債権額を基礎として、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異(449,491千円)については、当社は5年、連結子会社は主として15年による

按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

④役員退職慰労引当金 

当社は役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(5)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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５.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６.連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、一括償却を行っております。 

７.利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分または損失処理について連結会計年度中に確定した利益処分ま
たは損失処理に基づいて作成しております。 

８.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預
金であります。 
 

注記事項 
(連結貸借対照表関係) 

項   目 
前連結会計年度 

(平成15年3月31日現在) 
当連結会計年度 

(平成16年3月31日現在) 

※１.有形固定資産の減価償却累計額 830,019千円 866,133千円 

※２.関連会社の株式等 

投資有価証券(株式) 

 

5,810千円 

 

5,810千円 

※３.担保資産及び担保付債務 

(1)担保に供している資産 
建     物 

土     地 

計 

   対応する債務 

一年以内返済予定長期借入金 
長 期 借 入 金       

計 

(2)担保に供している資産 

投資有価証券 

   対応する債務 

未 払 金 

 

 
48,736千円 

177,690千円 

226,426千円 

 

22,932千円 

174,925千円 

197,857千円 

 

7,420千円 

 

6,396千円 

 

 
42,486千円 

177,690千円 

220,176千円 

 

23,347千円 

151,577千円 

174,925千円 

 

26,950千円 

 

6,515千円 

 ４.保証債務 

当社従業員の銀行借入保証 

(住宅取得資金他) 

 

124,782千円 

 

116,023千円 

※５.当社の発行済株式総数 

普通株式 
   

10,000,000株 

  

10,000,000株 
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(連結損益計算書関係) 

項    目 
前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

※１.商品期末たな卸高より控除した
低価法による評価減の金額 

8,195千円 2,039千円 

※２.販売費及び一般管理費の主要な
項目及び金額 
市場使用料 
完納・出荷奨励金 
運搬費・保管料 
給料手当 
賞与引当金繰入額 
退職給付引当金繰入額 
役員退職慰労引当金繰入額 
福利厚生費 
貸倒引当金繰入額 
減価償却費 

 
 

189,138千円 
136,703千円 
427,381千円 

1,361,414千円 
84,444千円 
174,409千円 
15,589千円 
256,202千円 
187,321千円 
56,665千円 

 
 

182,870千円 
123,809千円 
397,677千円 

1,372,305千円 
86,141千円 
197,247千円 
17,869千円 
256,835千円 
54,679千円 
39,936千円 

※３.固定資産売却益の内訳 

建   物 

 

― 千円 

 

33,289千円 

※４.固定資産処分損の内訳 

（除却損） 
建   物 
車両運搬具 
工具、器具及び備品 
ソフトウエア    
    計 

 

 
1,928千円 
    117千円 
 1,343千円 
  ― 千円 
3,390千円 

 

 
815千円 
425千円 

  1,495千円 
  1,190千円 
3,926千円 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

項    目 
前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 

預入期間が３か月を超える定期預金 

現金及び現金同等物 

 

 

667,098千円 

△ 10,000千円 

   657,098千円 

 

 

477,533千円 

△ 13,950千円 

   463,583千円 

(１株当たり情報) 

前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日至 平成15年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成15年4月 1日至 平成16年3月31日 

１株当たり純資産額   487.78円 １株当たり純資産額   494.95円 

１株当たり当期純利益   25.06円 １株当たり当期純利益    6.25円 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式が
ないため、記載しておりません。 

(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

損益計算書上の当期純利益 262,372千円 71,079千円 

普通株主に帰属しない金額 
(うち利益処分による役員賞与金) 

11,742千円 
( 11,742千円) 

8,615千円 
( 8,615千円) 

普通株式に係る当期純利益 250,630千円 62,464千円 

普通株式の期中平均株式数額 10,000,000株 10,000,000株 
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セグメント情報 

１.事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成14年4月1日 至平成15年3月31日） 

 水 産 物
卸 売 業

水 産 物
加 工 業

冷 蔵
倉 庫 業

計 
消 去 
又 は 全 社 

連 結

Ⅰ売上高及び営業損益 
千円 千円 千円 千円 千円 千円

売 上 高           

(1)外部顧客に対する売上高 75,810,974 440,408 290,671 76,542,054 ― 76,542,054

(2)セ グ メ ン ト 間 の            

 内部売上高又は振替高            
57,309 50,113 82,687 190,111 (190,111) ―

計 75,868,284 490,522 373,358 76,732,165 (190,111) 76,542,054

営 業 費 用         75,164,539 519,241 340,111 76,023,892 (226,187) 75,797,705

営 業 利 益         

又は営業損失(△)         
703,744 △ 28,718 33,247 708,272 36,075 744,348

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出   

資 産         17,427,938 42,331 490,901 17,961,171 (270,520) 17,690,650

減 価 償 却 費         95,124 826 9,996 105,947 ― 105,947

資 本 的 支 出         33,649 450 11,273 45,372 ― 45,372

(注)１.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

２.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。 

３.当社の事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

セ グ メ ン ト 名 主 要 事 業 内 容 

水 産 物 卸 売 業 水産物及びその製品の売買並びに販売の受託 

水 産 物 加 工 業 水産物関連商品の加工、販売 

冷 蔵 倉 庫 業 食品その他の冷凍及び冷蔵保管 

当連結会計年度（自平成15年4月1日 至平成16年3月31日） 

 水 産 物
卸 売 業

水 産 物
加 工 業

冷 蔵
倉 庫 業

計 
消 去 
又 は 全 社 

連 結

Ⅰ売上高及び営業損益 
千円 千円 千円 千円 千円 千円

売 上 高           

(1)外部顧客に対する売上高 68,615,436 123,819 269,422 69,008,679 ― 69,008,679

(2)セ グ メ ン ト 間 の            

 内部売上高又は振替高            
41,438 34,052 77,489 152,979 (152,979) ―

計 68,656,875 157,871 346,912 69,161,659 (152,979) 69,008,679

営 業 費 用         68,072,151 166,813 336,297 68,575,262 (188,221) 68,387,040

営 業 利 益         

又は営業損失(△)         
584,723 △ 8,941 10,615 586,397 35,241 621,638

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出   

資 産         15,063,602 2,775 510,047 15,576,425 (275,468) 15,300,957

減 価 償 却 費         72,876 ― 10,337 83,214 ― 83,214

資 本 的 支 出         17,446 ― 20,580 38,026 ― 38,026

(注)１.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

２.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。 

３.当社の事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

セ グ メ ン ト 名 主 要 事 業 内 容 

水 産 物 卸 売 業 水産物及びその製品の売買並びに販売の受託 

水 産 物 加 工 業 水産物関連商品の加工、販売 

冷 蔵 倉 庫 業 食品その他の冷凍及び冷蔵保管 
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２.所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自平成14年4月1日 至平成15年3月31日)及び当連結会計年度(自平成15年4月1日 至平成16年3月31日) 

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

３. 海外売上高 

前連結会計年度(自平成14年4月1日 至平成15年3月31日)及び当連結会計年度(自平成15年4月1日 至平成16年3月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

 

 

リース取引関係 
(単位：千円) 

前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高

相 当 額

 
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高

相 当 額

 機 械 装 置 

及び運搬具 
93,600 52,733 40,866

機 械 装 置

及び運搬具
18,463 3,632 14,831

 工具、器具 
及 び 備 品 

228,938 172,549 56,389
工具、器具

及 び 備 品
118,081 73,773 44,307

 ソフトウェア 13,000 9,440 3,560 ソフトウェア 13,000 12,040 960

 合 計 335,538 234,722 100,816 合 計 149,544 89,445 60,099

② 未経過リース料期末残高相当額 

   １年以内     40,650 

   １年  超      65,856 

   合  計    106,506 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料           55,388 

減価償却費相当額   51,307 

支払利息相当額            3,611 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

   １年以内     29,556 

   １年  超      31,789 

   合  計     61,346 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料           46,731 

減価償却費相当額   43,649 

支払利息相当額            2,437 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

 

利息相当額の算定方法 

同   左 
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有価証券関係 

１. その他有価証券で時価のあるもの                       (単位：千円) 

前連結会計年度 

(平成15年3月31日現在) 

当連結会計年度 

(平成16年3月31日現在) 
区   分 

取得原価 
連 結 貸 借

対照表計上額
差  額 取得原価

連 結 貸 借 

対照表計上額 
差  額

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

①株   式 20,380 21,851 1,470 218,998 303,388 84,389

②債   券 ― ― ― ― ― ―

③そ の 他 ― ― ― ― ― ―

小   計 20,380 21,851 1,470 218,998 303,388 84,389

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    
 

 
 

 
 

①株   式 198,618 164,469 △ 34,148 13,900 12,168 △ 1,732

②債   券 ― ― ― ― ― ―

③そ の 他 ― ― ― ― ― ―

小   計 198,618 164,469 △ 34,148 13,900 12,168 △ 1,732

合   計 218,998 186,320 △ 32,678 232,898 315,556 82,657

２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成15年4月1日 至平成16年3月31日) 

(単位：千円) 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

23,908 11,908 ― 

３.  時価評価されていない主な有価証券 

(単位：千円) 

前連結会計年度 

(平成15年3月31日現在) 

当連結会計年度 

(平成16年3月31日現在) 内   容 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券   

非上場株式(店頭売買株式を除く) 178,990 153,354 

４.その他有価証券のうち満期があるもの 

前連結会計年度(平成15年3月31日現在) 

(単位：千円) 

区   分 １年以内 １年超５年以内 

 債  券   

 そ の 他 5,000 ― 

 合   計 5,000 ― 

当連結会計年度(平成16年3月31日現在) 

(単位：千円) 

区   分 １年以内 １年超５年以内 

 債  券   

 そ の 他 ― ― 

 合   計 ― ― 
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デリバティブ取引関係 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
通貨関連 

（単位：千円） 

前連結会計年度 
(平成15年3月31日現在) 

当連結会計年度 
（平成16年3月31日現在） 

契約額等 契約額等 

区 

分 
種  類 

 うち１年超
時 価 評価損益

 うち１年超 
時 価 評価損益

為替予約取引    

売  建    

米ドル ― ― ― ― 56,715 ― 56,040 674

買  建    

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

米ドル 363,587 ― 368,208 4,621 756,003 ― 742,450 △13,553

合   計 363,587 ― 368,208 4,621 812,719 ― 798,490 △12,879

（注）時価の算定方法は、先物為替相場を使用しております。 

 

関連当事者との取引 
前連結会計年度(自平成14年4月1日 至平成15年3月31日) 

親会社 

関 係 内 容 会 社 名 

(住  所) 
資 本 金 事業の内容 議決権等の被所有割合

役員の兼任等 事業上の関係

千円 

15,000,000 
水 産 業 直 接 

36.79％ 

間 接 

29.50％ 
転籍 3人 商 品 の 売 買

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

 千円  千円

商 品 の 販 売 145,039 売 掛 金 19,418

商 品 の 仕 入 2,868,730 買 掛 金 400,291

マ ル ハ ㈱ 

(東京都千代田区) 

当 社 在 庫 商 品 の 保 管 1,100 未 払 金 ―

(注)１.取引条件及び取引条件の決定方法等 

(イ) 商品の売買については、卸売市場法に基づく一般的取引条件と同様であります。 

(ロ) 当社在庫商品の保管料については、一般的な料率に基づいております。 

２.上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等が含まれております。 

当連結会計年度(自平成15年4月1日 至平成16年3月31日) 

親会社 

関 係 内 容 会 社 名 

(住  所) 
資 本 金 事業の内容 議決権等の被所有割合

役員の兼任等 事業上の関係

千円 

15,000,000 
水 産 業 直 接 

36.79％ 

間 接 

29.50％ 
転籍 4人 商 品 の 売 買

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

 千円  千円

商 品 の 販 売 177,866 売 掛 金 16,954

マ ル ハ ㈱ 

(東京都千代田区) 

商 品 の 仕 入 2,297,981 買 掛 金 311,582

(注)１.取引条件及び取引条件の決定方法等 

商品の売買については、卸売市場法に基づく一般的取引条件と同様であります。 

２.上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等が含まれております。 
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退職給付関係 

1.採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

当社については、平成元年3月1日を持って適格退職年金制度に全面移行しております。 

2.退職給付債務に関する事項                           (単位：千円) 
  前連結会計年度 

(平成15年3月31日現在)

当連結会計年度 

(平成16年3月31日現在)

イ.退職給付債務 △ 1,219,416 △ 1,308,001 

ロ.年金資産 465,324 637,556 

ハ.未積立退職給付債務(イ＋ロ) △ 754,092 △ 670,445 

ニ.会計基準変更時差異の未処理額 199,765 116,803 

ホ.未認識数理計算上の差異 419,915 343,158 

ヘ.未認識過去勤務債務  ― ― 

ト.連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △ 134,411 △ 210,484 

チ.前払年金費用  ― ― 

リ.退職給付引当金(ト－チ) △ 134,411 △ 210,484 

(注)連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

3.退職給付費用に関する事項                           (単位：千円) 

 前連結会計年度 

自平成14年4月 1日 
至平成15年3月31日 

当連結会計年度 

自平成15年4月 1日 
至平成16年3月31日 

イ.勤務費用 52,935 54,201 

ロ.利息費用 39,437 28,417 

ハ.期待運用収益 △ 27,005 △ 9,306 

ニ.会計基準変更時差異の費用処理額 83,242 83,580 

ホ.数理計算上の差異の費用処理額 29,503 46,498 

ヘ.過去勤務債務の費用処理額 ― ― 

ト.退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 178,112 203,390 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、｢イ.勤務費用｣に計上しております。 

4.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 

自平成14年4月 1日 
至平成15年3月31日 

当連結会計年度 

自平成15年4月 1日 
至平成16年3月31日 

イ.退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ.割引率 2.5％ 2.0％ 

ハ.期待運用収益率 3.0％ 2.0％ 

ニ.過去勤務債務の額の処理年数 ― ― 

ホ.数理計算上の差異の処理年数 10年 

(各連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法によりそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理して

おります。) 

10年 

(各連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法によりそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理して

おります。) 

ヘ.会計基準変更時差異の処理年数 5年(連結子会社は主として15年) 5年(連結子会社は主として15年) 
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税効果会計関係 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
前連結会計年度 

(平成15年3月31日現在)

当連結会計年度 
(平成16年3月31日現在)

繰延税金資産(流動)   

貸倒引当金繰入限度超過額 174,302千円 110,265千円 

賞与引当金繰入限度超過額 26,718 31,616 

未払事業税否認額 26,589 1,627 

そ の 他 2,173 2,502 

繰延税金資産(流動)小計 229,782 146,012 

繰延税金負債(流動)   

債権債務の相殺消去に伴う貸倒引当金調整額 63,575 65,749 

繰延税金負債(流動)小計 63,575 65,749 

繰延税金資産(流動)純額 166,207 80,262 

繰延税金資産(固定)   

貸倒引当金繰入限度超過額 14,598 150,880 

退職給付引当金繰入限度超過額 42,726 72,487 

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 40,033 39,734 

ゴルフ会員権評価損 41,589 45,365 

繰越欠損金 104,436 121,237 

未実現利益の消去による増加額 74,451 74,450 

その他有価証券評価差額金 12,559 ― 

そ の 他 279 274 

繰延税金資産(固定)小計 330,671 504,429 

評価性引当額 △ 104,436 △ 121,237 

繰延税金資産(固定)合計 226,234 383,192 

繰延税金負債(固定)   

その他有価証券評価差額金 ― 34,262 

繰延税金負債(固定)小計 ― 34,262 

繰延税金資産(固定)純額 226,234 348,929 

繰延税金資産の純額 392,442 429,192 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 前連結会計年度 
(平成15年3月31日現在)

当連結会計年度 
(平成16年3月31日現在) 

法定実効税率 42.0％ 42.0％ 

(調整) 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8 4.7 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.1 △ 0.5 

住民税均等割等 0.9 2.3 

税効果未計上の税務上の繰越欠損金等 9.3 14.5 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.8 4.0 

その他 △ 0.2 △ 0.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.5 66.2 

３. 前連結会計年度(平成15年3月31日現在) 

地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第9号)が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、

当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(但し、平成16年4月1日以降解消が見込まれ

るものに限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の42.0％から40.6％に変更されました。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が5,062千円減少し、当連結会

計年度に計上された法人税等調整額が4,629千円、その他有価証券評価差額金が433千円、それぞれ増

加しております。 
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